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今回は「入居審査と滞納督促の現状」について

賃貸管理の現場から報告いたします。賃貸管理の

先輩からは、昔の賃貸業務では「入居審査と滞納

督促」が重要な仕事だった、という話をよく聞き

ます。現在は保証会社に大部分を委託しています

が、すべてを丸投げしてよい、ということではあ

りません。保証会社に家賃集金を任せていても、

その他の部分で入居者さんと向き合うのはオーナ

ーと管理会社ですし、保証会社と契約していない

借主さんも少なからずいますので、この業務と無

縁ではいられないのです。

何年か前に、半年も空いていた築20年超の木造
アパートに、40代男性単身者から入居申込みがあ
り、接客中の本人の言動や勤務条件など加味して

「入居不可」としたのですが、そのあとで保証会

社の審査OKの連絡があり入居を認めた、という案
件がありました。当時は保証会社の審査結果を最

優先していたのです。入居してすぐに家賃滞納が

始まりましたが、保証会社から代替支払いされて

いて、私たちが滞納を知ったのは3カ月後でした。
保証会社によると、まず電話と文書による督促を

継続し、法的手段はまだ先になる、とのことでし

た。しかし、この入居者は滞納以外にも、入居ル

ールを無視した夜中の騒音、指定以外のゴミ捨て、

玄関前の通路に物を置く、などのトラブルを起こ

すようになり、管理スタッフが出向いても、居留

守や、ときに恫喝のような態度をとって手を焼か

せました。両隣の借主も不安を訴えています。最

後は保証会社と協力して明け渡し訴訟を提訴し、

強制手続きによる明け渡しとなりました。入居し

てから一年弱の時間を要してしまいました。

その経緯から入居審査への取り組みを改変して、

自分たちの基準と保証会社の審査結果の双方を重

視することにしました。当社の審査はOK、保証会
社がNOの場合は、基準を満たす個人の連帯保証人
を立ててもらえれば入居を許可するケースもあり

ます。複数の保証会社がNOとする場合は、借主に
それなりの履歴があるはずですから、万一のとき

は連帯保証人が頼みの綱となります。連帯保証人

の予定者には電話をして、直接に意思を確認する

ようにしています。反対に、当社がNOで保証会社
がOKのケースでは、それが空室期間の長い物件の
場合は「やっと決まる」という想いから、断るの

が勿体なく感じます。しかし、前述のような入居

者を入れてしまうと大家さんが受けるダメージは

大きいです。申込者の支払い能力に対する不安は

保証会社がカバーしますので、私たちは「他の入

居者に迷惑をかけないか」のみに焦点をあてて答

えを出すようにしています。「疑わしければ断る」

のは簡単ですが、決まりにくい物件の稼働率を高

めるのも賃貸管理の役目ですので、そのバランス

が難しいところです。保証会社の活用が前提であ

っても、管理会社の入居審査が不要ということに

はなりません。

つぎは滞納督促です。これも先輩たちから「初

期督促が何より重要」と教えられました。初期督

促とは、文書、電話、メール、最近ではアプリな

どを使って、本人に滞納を告げ支払いを促す行為

です。その期間は15日から最大で30日と決めてい
ます。一度の通知で入金される「ウッカリ滞納」

ならよいのですが、初期督促を何度か行っても返

事と入金がないときは、何らかの原因があると判

断して、次の段階の「訪問と連帯保証人への通知」

を開始します。この判断に2～3カ月も費やしてし
まうと、オーナーの損失が増えてしまうことにな

りかねません。初期督促とは、「ウッカリ滞納」と

「確信的滞納」を早めに見極める行為といえるの

で、発生から15日、遅くとも30日の間で繰り返し
行う必要があるのです。残念ながら確信的滞納者

を入居させてしまったことが判明したあとは、訪

問を繰り返し、連帯保証人には借主に支払うよう

に促してもらいます。それでも入金の約束や入金

がないときは、連帯保証人への請求に切り替えま

す。保証会社の入らない契約は「連帯保証人が頼

みの綱」と書きましたが、そのために借主との属

性と、勤務状況や持ち家などの資産状況を吟味し

ていますので、支払いに応じるはずなのですが、

まれに「無い袖は振れない」と反応されることも

あります。その場合は、内容証明郵便なども送付

しながら、借主と連帯保証人に交渉を続けます。

当社でも、ごくまれに訴訟に発展してしまうこと

がありますが、それを判断する3カ月の間に、初期
督促と任意による支払い交渉を根気よく続けて、

その記録を残し、万一 訴訟になってしまったとき

に役立つ証拠とします。訴訟は法律の専門家にお

任せしますので、私たちの任務は、初期督促で「う

っかり滞納」を入金させ、「確信的滞納」を炙り出

し、連帯保証人に役目を果たしてもらい、何とか

訴訟に頼らずに滞納を解決することと認識してい

ます。思えば、昔は管理物件のすべての家賃入金

に携わっていたのですから、保証会社の登場で楽

になったものだと思います。

3

１０月の花 ノコンギク(野紺菊)
キク科シオン属 花言葉 「忘れられない想い」「長寿と幸福」

野菊を代表する秋の草花で全国各地の道端で見られる植物です。ノギク(野菊)、
コンギク(紺菊)、ナンヨウシュンギク(南洋春菊)と呼ばれることもあります。漢
字で「野紺菊」と書くように、「野に咲く紺色の菊」が名前の由来なのですが、
紫色の花を紺色と表現したのではないかと思われます。草丈が長くて 100 ㎝まで
伸び、地中に茎が増えていくという生命力の強い植物です。暑い季節でも懸命に
咲く力強い姿と、思わず笑みがこぼれるほどの美しさが、「長寿と幸福」の由来
と言われています。とても縁起の良い花言葉です。自宅で育てることもできます
ので、庭に咲かせて夏から秋を楽しむのも風情があって良いのですが、切り花に
してお気に入りの花瓶やグラスに飾って楽しむこともできます。若い芽や若葉を
選んで摘み取り、塩茹でして水にさらした後にあえ物などに利用したり、生のま
ま天ぷらで味わうことができます。



2020年4月1日に施行された改正民法の465条2第2
項により、「保証人が負うべき限度額（極度額）を

定めなければ保証契約は効力を生じない」と規定

されました。したがって改正日以降に締結する賃

貸借契約では、契約書に記載する保証人の負うべ

き極度額を、「●円」とか「月額賃料の●カ月分」

としなければ、その保証の効力が生じないという

ことになります。他方で、改正前に締結されてい

た賃貸借契約は、保証人の極度額について規定し

ていないというケースが圧倒的に多いのが実情で

す。そのケースの場合、2020年4月1日以降に更新
される賃貸借では、保証効力の扱いはどうなるの

でしょうか？ 賃貸借契約の更新では、保証人と

の間で新たに更新の書面を取り交わすことはなく、

賃貸人と賃借人だけで更新合意書等の書面を取り

交わすことが多いと思われます。また、自動更新

条項が定められている場合は、更新合意の書面を

取り交わすこと無く契約が更新されるのが一般的

です。このため、改正日以降の賃貸借の更新の際

には、賃貸人と賃借人と保証人との間で、新たに

改正民法の要件を備えた保証契約（極度額の定め

をした保証契約）を締結しなければ、更新後は保

証の効力を失ってしまうのか？ という問題があ

ります。

この答えを考える前に整理しておきたい論点が

あります。それは、賃貸借契約が更新される都度

に、「保証人と改めて保証契約を締結する必要があ

るのか」という問題です。この点については、最

高裁判所平成9年11月13日判決が、①原則として、
改めて保証人と契約を締結しなくとも賃貸借契約

更新後も保証人の責任は継続する、②例外として、

反対の趣旨をうかがわせるような特段の事情があ

る場合や、賃貸人において保証債務の履行を請求

することが信義則に反すると認められる場合は保

証人の責任は継続しない、と判断しています。し

たがって、賃貸借契約の更新の際に、別途保証人

と更新等の合意をしなくとも、原則として保証人

の責任も継続するということになります。

上記を確認したうえで、改正日以降に賃貸借契

約が更新され、その契約書に極度額の定めがされ

ていなかった場合でも保証人の責任が継続するの

か、について考えてみます。この問題は、①賃貸

借契約の更新の際に、保証人とは書面の取り交わ

しはしない場合（賃借人とのみ更新合意書を取り

交わす、もしくは自動更新条項により契約が更新

される場合）、②賃貸借契約の更新の際に、保証人

とも改めて保証契約の取り交わしをする場合、の

２つのケースに分けて考える必要があります。

まず①の場合は、更新時に新たに保証人と契約

をしなくとも、前述の最高裁判例の解釈に基づけ

ば、当初の保証契約の責任の効力が更新によって

も失われず、そのまま継続するものと解されます。

改正民法施行後の更新契約では、保証契約に関し

て「新たに」合意をするものでもありませんので、

改正民法の適用は受けずに極度額を別途定める必

要もない、というのが法務省の見解のようです。

また、同様の判断をした裁判事例として、東京地

方裁判所令和3年4月23日判決があります。
次に②のように、保証人と改めて保証契約の取

り交わしをする場合は、改正民法施行後に「新た

な」保証に関する合意があったといえるため、保

証契約は改正民法の適用を受けることになります。

したがって、保証契約の更新で極度額の定めをし

なければ保証は無効となってしまい、保証人の責

任は継続しないということになります。

以上を踏まえると、改正民法の施行日以後の賃

貸借契約の更新においては、保証人から何かしら

の書面にサインを貰おうとすると、改正民法の規

定が適用されるので注意が必要です。なお、上記

は、賃貸借契約が「合意更新及び自動更新」され

た場合です。改正民法の施行日以後に賃貸借契約

が「法定更新」された場合（更新の合意もなく、

自動更新条項も定められていなかった場合）はど

うなるのか、という問題もありますが、この場合

についても、前述した東京地方裁判所令和3年4月23
日判決が、合意更新の場合と同様に、原則として

保証人の責任は従前と同様に継続するという判断

をしています。

弁護士 北村亮典 ＊この記事は、2023年8月20日時点の法令等に基づいて書かれています。
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森ビル（東京）は、六本木ヒルズやアークヒ

ルズなどに続く最新作「麻布台ヒルズ」の一部

を公開しました。東京都心の六本木と虎ノ門の

中間点にある麻布台エリアに、約330メートルの
高層ビルと、テニスコート90面分以上となる約2
万4000㎡もの緑地を持つ複合施設です。用地買
収を始めてから35年も要し、バブル崩壊やリー
マンショックなどの不況も乗り越えて完成にこ

ぎ着けました。特に話題なのが分譲・賃貸合わ

せて約1400戸の超高級マンションです。現在、
公開されている情報では賃貸住宅の家賃は52万
円〜120万円で法人契約のみ。分譲マンションの
価格は平均20億円とされ、最上階は200億円以上
だったと予想されています。日本の分譲マンシ

ョン価格の最高記録を大きく更新しました。こ

の部屋の内装や設備、正式な価格は公開されて

いません。どんな人が購入するのかはわかりま

せんが、9年前に森ビルが開発した虎ノ門ヒルズ
の登記簿を参考にすると、物件オーナーはセカ

ンドハウスや投資用として購入する人がほとん

どのようです。建設会社社長によると「森ビル

の高級住宅の管理はどのデベロッパーよりも厳

格です。以前、内装工事業者が間違えて、工事

予定ではない別の部屋のドアノブに『触れた』

ことがあり、当社も含めて出入りの施工会社全

てに、再発防止が徹底されたこともあります」

といいます。まさに日本最高峰の集合住宅とい

える麻布台ヒルズに注目が集まっています。

今年に入ってから大型ビルなどの工事現場で

施工不良が相次いでいます。3月には北海道・札
幌で建設中の26階建て高層ビルで施工不良と数
値改ざんが発覚しました。施工していた大成建

設（東京）によると、すでに工事は全工程の2割
以上まで進んでいましたが、組み終えた鉄骨を

解体してからの「建て直し」を発表しています。

同じく大成建設で建て替え工事が進んでいた東

京・世田谷区役所庁舎は、施工計画に問題があ

ったため工事が2年近くも延長する見通しになっ
てしまいました。また、6月末に竣工予定だった
東京・港区のJR田町駅前の超高層ビル「田町タ
ワー」では、床の施工不良が発覚し完成が同年9
月末に遅れることが明らかになりました。施工

の清水建設（東京）によれば、一部のコンクリ

ート床の高さがズレて工事が続けられなくなっ

たとのこと。専門家によると鉄骨の柱について

の管理が適切でなかったようです。

問題を起こしたのは大手建設会社ばかりなので

驚きが拡がっています。建築業界に詳しい記者

は「ゼネコンは建材費と人件費のダブル値上げ

にさらされている。一方で、再開発が活況で1000
億円規模の大型案件がいくつもあるため工事現

場に割ける労力が減っている。帳票管理のデジ

タル化などで効率を高める工夫も進んでいるが、

まだまだ追いついていません」と原因を語りま

す。働き方改革によって週休二日制の導入が増

えていることも影響しているようです。ある金

融機関の建設業界担当者によると、某ゼネコン

では工事に手が回らず辞退した案件が多く、機

会損失は年間1000億円から2000億円にも上って
いるようです。都内の管理会社によると、賃貸

住宅建設やリフォーム現場でも値上げと工事遅

延がたびたび起きていて、その影響は賃貸業界

にも拡がっています。ゼネコンの施工不良から

見えてくるのは、すぐには改善できそうにない

建築業界の苦境でした。

富裕層に人気の「タワマン節税」にメスが入

りそうです。今年6月に国税庁は相続税に関する
マンション評価の計算式を変更することを発表

しました。これまで市場価格の2割程度まで低く
評価されることもありましたが、改正で評価が6
割以上にまで引き上げられる見込みです。タワ

マン節税は10年ほど前から話題になり、節税効
果が高すぎで不公平と問題視されてきました。

しかし、「政治家もやっているので禁止されない」

などといった話がまことしやかに囁かれており、

これまで特別な対策はとられていませんでした。

しかし昨年4月の最高裁判決で、路線価をもとに
して2棟で3億3,370万円の財産評価で相続された
マンションに対し、国税当局が計12億7,300万円
と4倍近い評価を算定し、3億3,000万円を追徴課
税したことで、マンションの相続財産評価全般

が見直されることとなりました。新マンション

評価は2024年1月に始まる予定です。資産家の相
続対策に詳しい不動産会社代表によると「来年

までに財産を贈与したいという相談もある」そ

うですが、こうした駆け込み贈与自体が税金逃

れの過剰な節税とされ追徴課税の対象になるこ

ともあるようです。 ジワジワと節税策を封じ

る力が強まっている中で先ほどの代表は「後出

しジャンケンでも税務当局にはかなわない。常

識的な節税策を提案するしかできない」と嘆い

ています。
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